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(57)【要約】
【課題】熱拡散部材における熱拡散エリアを確保するこ
とができ、なおかつ効率よく熱を伝達することができる
超音波プローブを提供する。
【解決手段】超音波プローブ１は、超音波を送波する超
音波振動子３と、超音波振動子３を収容する筐体２と、
筐体２内に収容され、超音波振動子３及び筐体２と熱的
に接続されており、筐体２と別体で構成された熱拡散部
材６と、を備え、熱拡散部材６は、筐体２の内面２１Ｃ
、２２Ｃと向き合う対向面６１Ａ、６２Ｃであって、内
面２１Ｃ、２２Ｃと密着状態で固定される対向面６１Ａ
、６２Ｃを有する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波を送波する超音波振動子と、
　該超音波振動子を収容する筐体と、
　該筐体と別体で構成され、なおかつ前記超音波振動子及び前記筐体と熱的に接続された
状態で前記該筐体内に収容される熱拡散部材と、
を備え、
　前記熱拡散部材は、前記筐体の内面と向き合う対向面であって、前記内面と密着状態で
固定される対向面を有する、超音波プローブ。
【請求項２】
　前記熱拡散部材は、前記対向面において前記筐体の内面と熱融着によって密着状態で固
定される、請求項１に記載の超音波プローブ。
【請求項３】
　前記熱拡散部材は、前記対向面において前記筐体の内面と接着されることにより密着状
態で固定される、請求項１に記載の超音波プローブ。
【請求項４】
　前記対向面は、前記超音波振動子の表面積の少なくとも三分の一以上の面積を有する、
請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波プローブ。
【請求項５】
　前記対向面は、前記筐体の内面と略同一の面積を有する、請求項１～４のいずれか一項
に記載の超音波プローブ。
【請求項６】
　前記対向面は、前記筐体の内面に沿った形状に形成されている、請求項１～５のいずれ
か一項に記載の超音波プローブ。
【請求項７】
　前記熱拡散部材は、熱伝導性を有する材料で形成されている、請求項１～６のいずれか
一項に記載の超音波プローブ。
【請求項８】
　前記熱拡散部材は、金属で形成されている、請求項１～７のいずれか一項に記載の超音
波プローブ。
【請求項９】
　前記筐体内に収容されて、前記超音波振動子及び前記熱拡散部材と熱的に接続された熱
伝導部材を備え、
　前記熱拡散部材は、前記熱伝導部材を介して前記超音波振動子と熱的に接続される、請
求項１～８のいずれか一項に記載の超音波プローブ。
【請求項１０】
　前記熱伝導部材は、前記超音波振動子側から前記筐体における前記超音波振動子とは反
対側の端部に向かって延びる少なくとも一つの第一の部分を有し、該第一の部分は、前記
熱拡散部材と対向する第一の面を有しており、
　前記熱拡散部材の前記対向面は、前記第一の面の面積の少なくとも三分の一以上の面積
を有する、請求項９に記載の超音波プローブ。
【請求項１１】
　前記熱伝導部材は、前記超音波振動子に対して被検体側とは反対側に設けられた固定部
に固定される基部をさらに有し、前記第一の部分は、前記基部の両端部から前記被検体と
は反対側の方向へ延びるようにして形成される、請求項１０に記載の超音波プローブ。
【請求項１２】
　前記熱伝導部材は、ヒートパイプである、請求項９～１１のいずれか一項に記載の超音
波プローブ。
【請求項１３】
　前記超音波振動子における被検体側とは反対側の面に設けられ、前記超音波振動子と熱



(3) JP 2019-97722 A 2019.6.24

10

20

30

40

50

的に接続されたバッキング層を備え、
　前記熱伝導部材は、前記バッキング層における前記超音波振動子とは反対側の面と熱的
に接続される、請求項９～１２のいずれか一項に記載の超音波プローブ。
【請求項１４】
　前記バッキング層は、熱伝導率が１００Ｗ／（ｍ・Ｋ）以上である材料からなる、請求
項１３に記載の超音波プローブ。
【請求項１５】
　前記熱拡散部材は、第一熱拡散部材及び第二熱拡散部材で構成され、
　前記第一熱拡散部材及び前記第二熱拡散部材には、前記熱伝導部材の第一の部分が熱的
に接続される、請求項１１に記載の超音波プローブ。
【請求項１６】
　前記筐体は、第一筐体部材及び第二筐体部材で構成され、
　前記第一筐体部材及び前記第二筐体部材は、互いに対向する接合面において接合され、
　さらに、前記第一筐体部材は、前記第一熱拡散部材と熱的に接続され、前記第二筐体部
材は、前記第二熱拡散部材と熱的に接続される、請求項１５に記載の超音波プローブ。
【請求項１７】
　前記熱拡散部材は、シールド機能を有する、請求項１～１６のいずれか一項に記載の超
音波プローブ。
【請求項１８】
　請求項１～１７のいずれか一項に記載の超音波プローブを備えることを特徴とする超音
波画像表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波振動子と熱的に接続された熱拡散部材を有する超音波プローブ及び超
音波画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波プローブは、超音波振動子と音響レンズとバッキング層とを有している。より詳
細には、前記超音波振動子に対して被検体側に被検体と当接する音響レンズが設けられ、
被検体とは反対側に前記バッキング層が設けられている。前記超音波振動子は、ＰＺＴ（
チタン酸ジルコン酸鉛）などの圧電素子からなり、この超音波振動子に電圧を印加して超
音波が送波される。
【０００３】
　超音波の送受信時には、超音波振動子において熱が発生する。この熱が、音響レンズへ
伝わり、レンズ表面が高温とならないようにするため、筐体内に熱伝導性のヒートスプレ
ッダを設けた超音波プローブが、特許文献１に記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２０１４－５１６６８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１の段落００１０には、「筐体２２は、金属ヒートスプレッダの周りに成
形される。この実現において、ハンドル部分２２及び筒先２４は、ヒートスプレッダ２０
′の周りに形成される単一の筐体２２′として成形される」との記載がある。これは、イ
ンサート成型により、筐体と金属ヒートスプレッダが一体成型されることを意味するが、
インサート成型ではアンダーカット等を避けるために、ヒートスプレッダに穴や切欠きを
形成する必要がある。このような穴や切欠きが設けられたヒートスプレッダは、穴や切欠
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きの分だけ熱拡散エリアが減ってしまう。
【０００６】
　一方、ヒートスプレッダと筐体とが別体になっている場合には上述の課題は生じないも
のの、相互の密着性が悪く機械的強度が低下し、また引用文献１に記載されているように
、ヒートスプレッダと筐体の間に熱ガスケットを介在させたとしても熱伝達の効率が低下
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述の課題を解決するためになされた発明は、超音波を送波する超音波振動子と、この
超音波振動子を収容する筐体と、この筐体と別体で構成され、なおかつ前記超音波振動子
及び前記筐体と熱的に接続された状態で前記該筐体内に収容される熱拡散部材と、を備え
、前記熱拡散部材は、前記筐体の内面と向き合う対向面であって、前記内面と密着状態で
固定される対向面を有する、超音波プローブである。
【発明の効果】
【０００８】
　上記観点の発明によれば、筐体と熱拡散部材とが別体で構成され、これらがインサート
成型により一体成型されないので、熱拡散部材に穴や切欠きを設ける必要がなく、熱拡散
エリアを確保することができる。また、筐体の内面と熱拡散部材の対向面とが、密着状態
で固定されるので、機械的強度を向上させ、なおかつ熱拡散部材から筐体へ効率よく熱を
伝達することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の実施の形態の一例を示すブロック図である。
【図２】超音波プローブの分解斜視図である。
【図３】超音波プローブの縦断面図である。
【図４】図３のＡ－Ａ線断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態について説明する。図１に示す超音波診断装置１００は、本発
明における超音波画像表示装置の一例であり、超音波プローブ１とこの超音波プローブ１
が接続される装置本体１０１を有している。
【００１１】
　前記装置本体１０１は、送受信ビームフォーマ１０２、エコーデータ処理部１０３、表
示処理部１０４、表示デバイス１０５、操作デバイス１０６、制御デバイス１０７及び記
憶デバイス１０８を備える。
【００１２】
　送受信ビームフォーマ１０２は、超音波プローブ１から所定のスキャン条件で超音波を
送信するための電気信号を、制御部１０７からの制御信号に基づいて超音波プローブ１に
供給する。また、送受信ビームフォーマ１０２は、超音波プローブ１で受信したエコー信
号について、Ａ／Ｄ変換、整相加算処理等の信号処理を行なう。
【００１３】
　エコーデータ処理部１０３は、送受信ビームフォーマ１０２から出力されたエコーデー
タに対し、超音波画像を作成するための処理を行なう。例えば、エコーデータ処理部１０
３は、対数圧縮処理、包絡線検波処理等のＢモード処理を行ってＢモードデータを作成す
る。
【００１４】
　表示処理部１０４は、エコーデータ処理部１０３から入力されたデータをスキャンコン
バータ（Ｓｃａｎ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）によって走査変換して超音波画像データを作成
し、この超音波画像データに基づく超音波画像を表示デバイス１０５に表示させる。表示
処理部１０４は、例えばＢモードデータに基づいてＢモード画像データを作成し、Ｂモー
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ド画像を表示デバイス１０５に表示させる。
【００１５】
　表示デバイス１０５は、例えばＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａ
ｙ）やＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　Ｔｕｂｅ）などで構成される。操作デバイス１
０６は、操作者が指示や情報を入力するためのスイッチ、キーボード及びポインティング
デバイス（図示省略）などを含んで構成されている。
【００１６】
　制御デバイス１０７は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）
等のプロセッサーである。この制御デバイス８は、記憶デバイス９に記憶されたプログラ
ムを読み出し、超音波診断装置１００の各部を制御する。
【００１７】
　記憶デバイス１０８は、非一過性の記憶媒体及び一過性の記憶媒体を含む。非一過性の
記憶媒体は、例えば、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ：ハードディスクドライ
ブ）、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）などの不揮発性の記憶媒体である。
非一過性の記憶媒体は、ＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｋ）やＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）などの可搬性の記憶媒体を含んでいてもよい。
【００１８】
　一過性の記憶媒体は、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）などの揮
発性の記憶媒体である。
【００１９】
　超音波プローブ１について、図２～図４に基づいて説明する。図２～図４は、超音波プ
ローブ１の要部のみを示す。なお、図３及び図４の断面図は、切断端面のみを示す。
【００２０】
　超音波プローブ１は、被検体に対して超音波のスキャンを行なう。また、超音波プロー
ブ１は、超音波のエコー信号を受信する。超音波プローブ１は、筐体２と、筐体２内に収
容される超音波振動子３、バッキング（ｂａｃｋｉｎｇ）層４、熱伝導部材５、熱拡散部
材６、音響レンズ７（図３にのみ図示）を備えている。超音波プローブ１は、音響レンズ
７が被検体の体表面と当接した状態で超音波の送受信を行なう。なお、図２～図４では、
主要な構成のみが示されており、超音波プローブ１は他の構成を備えていてもよい。
【００２１】
　筐体２は、一対の第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２で構成されている。第一筐体
部材２１及び第二筐体部材２２は、図４に示すように、筐体２の長手方向と直交する断面
において略コの字形状に形成されている。
【００２２】
　第二筐体部材２２には係止部材２２Ａが設けられ、第一筐体部材２１には、特に図示し
ないが係止部材２２Ａが係止する被係止部材が設けられている。係止部材２２Ａが被係止
部材に係止した状態で、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２は、それぞれの対向する
接合面２１Ｂ、２２Ｂにおいて接合される。筐体２は、本発明における筐体の実施の形態
の一例である。また、第一筐体部材２１は、本発明における第一筐体部材の実施の形態の
一例であり、第二筐体部材２２は、本発明における第二筐体部材の実施の形態の一例であ
る。また、接合面２１Ｂ、２２Ｂは、本発明における接合面の実施の形態の一例である。
【００２３】
　超音波振動子３は、ＰＺＴ等の圧電体を有しており、超音波を送波する。超音波振動子
３の詳細な構成は図示省略するが、Ｘ軸方向に複数の超音波振動子３が配列されている。
超音波振動子３は、本発明における超音波振動子の実施の形態の一例である。
【００２４】
　ちなみに、Ｘ軸方向は、アジマス（ａｚｉｍｕｔｈ）方向である。また、Ｘ軸方向と直
交するＺ軸方向は、エレベーション（ｅｌｅｖａｔｉｏｎ）方向である。
【００２５】
　バッキング層４は、超音波振動子３における被検体とは反対側（音響レンズ７とは反対
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側）の面に設けられている。バッキング層４は、超音波振動子３と熱的に接続されている
。バッキング層４は、本発明におけるバッキング層の実施の形態の一例である。
【００２６】
　バッキング層４は、超音波振動子３から被検体とは反対側に送波された超音波を吸収す
る公知の材料で形成されていてもよい。また、バッキング層４は、熱伝導率が１００Ｗ／
（ｍ・Ｋ）以上である材料で形成されていてもよい。例えば、バッキング層４は、熱伝導
率が１００Ｗ／（ｍ・Ｋ）以上３００Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下である材料からなっていてもよ
い。
【００２７】
　バッキング層４は、無機材料であってもよく、例えばグラファイト（ｇｒａｐｈｉｔｅ
）やアルミニウム（ａｌｕｍｉｎｉｕｍ）であってもよい。また、バッキング層４は、超
音波振動子３からの超音波を散乱可能な不均一の構造を有していてもよい。より具体的に
は、バッキング層４は、超音波振動子３から送波される超音波の波長レベルで不均一の構
造を有し、例えば数十μｍから１ｍｍの大きさの不均一の構造を有する。このような不均
一の構造を有することにより、吸音性能を確保することができる。
【００２８】
　熱伝導部材５は、バッキング層４における超音波振動子３とは反対側の面４Aに設けら
れている。熱伝導部材５は、本発明における熱伝導部材の実施の形態の一例である。熱伝
導部材５は、超音波振動子３と熱的に接続されており、超音波の送受信時に、超音波振動
子３において発生する熱は、バッキング層４を介して熱伝導部材５へ伝わる。
【００２９】
　具体的には、熱伝導部材５は、バッキング層４のアジマス方向における長さよりも小さ
い幅を有し、バッキング層４における面４Ａの一部分Ｐ（図３参照）に接触した状態で設
けられている。一部分Ｐは、面４Ａにおけるアジマス方向の一部分である。一部分Ｐの面
積は、面４Ａの全体の面積の三分の一以下である。
【００３０】
　熱伝導部材５は、本例ではヒートパイプである。具体的には、図３に一部を拡大して示
すように、熱伝導部材５は、内部に空洞部５０を有しており、この空洞部５０に冷媒が封
入されている。
【００３１】
　熱伝導部材５は、略Ｕ字状に形成されている。より具体的には、熱伝導部材５は、基部
５１と基部５１の両端から立ち上がる側部５２、５３を有する。基部５１は、バッキング
層４における前記面４Ａに固定される。基部５１は、本発明における基部の実施の形態の
一例である。また、基部５１が固定されるバッキング層４の面４Ａは、本発明における固
定部の実施の形態の一例である。
【００３２】
　基部５１は、バッキング層４に固定された状態において、このバッキング層４における
一部分Ｐに沿ってエレベーション方向に延びている。側部５２、５３は、熱伝導部材５が
バッキング層４に固定された状態において、基部５１からバッキング層４とは反対側へ延
びている。言い換えれば、側部５２、５３は、超音波振動子３側から筐体２における超音
波振動子３とは反対側の端部に向かって延びる。側部５２、５３は、本発明における第一
の部分の実施の形態の一例である。
【００３３】
　側部５２、５３は、熱拡散部材６と対向する第一の面５２Ａ、５３Ａを有している。第
一の面５２Ａ、５３Ａは、本発明における第一の面の実施の形態の一例である。第一の面
５２Ａ、５３Ａは、熱拡散部材６の内面と接触している。より詳細には、第一の面５２は
、熱拡散部材６の後述する第一熱拡散部材６１と接触している。第二の面５３は、熱拡散
部材６の後述する第二熱拡散部材６２と接触している。これにより、熱伝導部材５は、第
一の面５２Ａ、５３Ａにおいて熱拡散部材６と熱的に接続されている。
【００３４】
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　熱拡散部材６は、熱伝導部材５と熱的に接続されることにより、熱伝導部材５を介して
超音波振動子３と熱的に接続されている。熱拡散部材６は、第一熱拡散部材６１及び第二
熱拡散部材６２で構成される。第一熱拡散部材６１には、熱伝導部材５の側部５２が熱的
に接続され、前記第二熱拡散部材には、熱伝導部材５の側部５３が熱的に接続されている
。熱拡散部材６は、本発明における熱拡散部材の実施の形態の一例である。また、第一熱
拡散部材６１は、本発明における第一熱拡散部材の実施の形態の一例であり、第二熱拡散
部材６２は、本発明における第二熱拡散部材の実施の形態の一例である。
【００３５】
　第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、筐体２とは別体で構成され、熱伝導性
を有する材料で形成されている。例えば、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は
、アルミニウムや銅などの金属で形成されている。
【００３６】
　第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２
２の内面２１Ｃ、２２Ｃと向き合う対向面６１Ａ、６２Ａをそれぞれ有する。対向面６１
Ａ、６２Ａは、本発明における対向面の実施の形態の一例である。対向面６１Ａ、６２Ａ
は、それぞれ、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２の内面２１Ｃ、２２Ｃに沿った形
状に形成され、なおかつかつ略同一の面積を有する。第一熱拡散部材６１は、第一筐体部
材２１の内面２１Ｃのほぼ全面を覆い、第二熱拡散部材６２は、第二筐体部材２２の内面
２２Ｃのほぼ全面を覆うので、熱拡散部材６は、シールド機能を有している。
【００３７】
　第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、対向面６１Ａ、６２Ａが第一筐体部材
２１及び第二筐体部材２２の内面２１Ｃ、２２Ｃに沿った形状に形成されているので、筐
体２の長手方向と直交する方向の断面において略コの字形状に形成されている。図４に示
すように、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、断面略コの字の開口側の端部
が重なるようにして、筐体内に収容されている。
【００３８】
　第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、対向面６１Ａ、６２Ａにおいて、第一
筐体部材２１及び第二筐体部材２２の内面２１Ｃ、２２Ｃと密着状態で固定される。これ
により、熱拡散部材６２は、筐体２と熱的に接続された状態で筐体２内に収容される。
【００３９】
　例えば、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２は、対向面６１Ａ、６２Ａにおい
て、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２の内面２１Ｃ、２２Ｃと熱融着によって密着
状態で固定される。
【００４０】
　熱拡散部材６２が、筐体２と熱融着によって固定される場合、第一筐体部材２１及び第
二筐体部材２２が、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２と熱融着可能な状態まで
加熱される。その後、加熱された状態の第一筐体部材２１の内面２１Ｃと第一熱拡散部材
６１の対向面６１Ａとが熱融着され、加熱された状態の第二筐体部材２２の内面２２Ｃと
第二熱拡散部材６２の対向面６２Ａとが熱融着される。
【００４１】
　熱拡散部材６２が、筐体２と熱融着によって固定される場合、第一熱拡散部材６１及び
第二熱拡散部材６２の対向面６１Ａ、６２Ａは、エッチング加工により凹凸が形成されて
いてもよい。
【００４２】
　筐体２の製造においては、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２は、それぞれに第一
熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２が固定された後に、接合面２１Ｂ、２２Ｂにおい
て接合されてもよい。
【００４３】
　本例の超音波プローブ１において、超音波の送受信時に超音波振動子３において発生す
る熱は、バッキング層４及び熱伝導部材５を介して熱拡散部材６へ伝達される。そして、
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熱拡散部材６へ伝達された熱は、熱伝導部材５との接触部分から熱拡散部材６の全体に拡
散され、さらに熱拡散部材６から筐体２へ伝達されて外部へ放熱される。
【００４４】
　以上説明した本例の超音波プローブ１によれば、筐体２と熱拡散部材６とがインサート
成型により一体成型されないので、インサート成型のために必要となる穴や切欠きを熱拡
散部材６に設ける必要がない。これにより、熱拡散部材６における熱拡散エリアを確保す
ることができる。また、筐体２の内面２１Ｃ、２２Ｃと熱拡散部材６の対向面６１Ａ、６
２Ａとが、密着状態で固定されるので、機械的強度を向上させ、なおかつ熱拡散部材６か
ら筐体２へ効率よく熱を伝達することができる。さらに、内面２１Ｃ、２２Ｃと対向面６
１Ａ、６２Ａは、その間に介在物が存在しない熱融着によって密着状態で固定されている
ので、より一層熱の伝達効率を向上させることができる。
【００４５】
　以上、本発明を前記実施形態によって説明したが、本発明はその主旨を変更しない範囲
で種々変更実施可能なことはもちろんである。例えば、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡
散部材６２は、対向面６１Ａ、６２Ａにおいて、第一筐体部材２１及び第二筐体部材２２
の内面２１Ｃ、２２Ｃと接着されることによって密着状態で固定されてもよい。この場合
、第一筐体部材２１の内面２１Ｃ及び第一熱拡散部材６１の対向面６１Ａの少なくとも一
方に接着剤が塗布された状態で、内面２１Ｃと対向面６１Ａとが接着される。なおかつ、
第二筐体部材２２の内面２２Ｃ及び第二熱拡散部材６２の対向面６２Ａの少なくとも一方
に接着剤が塗布された状態で、内面２２Ｃと対向面６２Ａとが接着される。
【００４６】
　特に図示しないが、超音波プローブは、超音波振動子とバッキング層との間に設けられ
、なおかつ超音波振動子及びバッキング層と熱的に接続され、超音波振動子から送波され
る超音波を反射する反射層を備えていてもよい。
【００４７】
　また、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２の対向面６１Ａ、６２Ａは、第一筐
体部材２１及び第二筐体部材２２の内面２１Ｃ、２２Ｃと略同一の面積を有しているが、
これよりも小さくてもよい。例えば、第一熱拡散部材６１及び第二熱拡散部材６２の対向
面６１Ａ、６２Ａは、全ての超音波振動子３の一方側の面の総面積の少なくとも三分の一
以上の面積を有していればよい。
【００４８】
　また、第一熱拡散部材６１の対向面６１Ａが、熱伝導部材５の側部５２における第一の
面５２Ａの面積の少なくとも三分の一以上の面積を有し、第二熱拡散部材６２の対向面６
２Ａが、熱伝導部材５の側部５３における第一の面５３Ａの面積の少なくとも三分の一以
上の面積を有していてもよい。
【符号の説明】
【００４９】
　　１　超音波プローブ
　　２　筐体
　　３　超音波振動子
　　４　バッキング層
　　５　熱伝導部材
　　６　熱拡散部材
　　２１　第一筐体部材
　　２１Ｂ　接合面
　　２１Ｃ　内面
　　２２　第二筐体部材
　　２２Ｂ　接合面
　　２２Ｃ　内面
　　５１　基部



(9) JP 2019-97722 A 2019.6.24

　　５２、５３　側部
　　５２Ａ，５３Ａ　第一の面
　　６１　第一熱拡散部材
　　６１Ａ　対向面
　　６２　第二熱拡散部材
　　６２Ａ　対向面
　　１００　超音波診断装置

【図１】 【図２】
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